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１．調査目的

２．調査方法

３．調査対象

４．調査期間

５．回答状況

６．回答自治体の属性（市）

新型コロナウイルスの感染拡大及びその対策のための人流抑制は、各種
イベントの中止・自粛や公共施設の利用制限等につながり、従来の地方都
市が抱えていた人口減少、少子高齢化、若者や女性の東京圏への流出等
によるコミュニティの衰退などの構造的な問題と相まって、地方の社会経済、
ひいては各都市の中心市街地は大きな影響を受けることとなった。
一方で、このような状況の中、デジタル技術の活用促進が図られるととも

に、感染症の影響が長期にわたったことで、地方への移住に対する関心の
高まりやテレワークなどの新たな働き方が活発になったことなど、国民の意
識・行動が変容しているところであり、これらの変化に対応し、地域の社会
経済の発展に重要な役割を担う「まちの顔」とも言うべき中心市街地の活性
化を図るためには、現行制度において計画を実施している自治体を含め、
幅広く自治体の中心市街地活性化に関する課題認識、取組実態及び支援
ニーズ等について今一度把握し、一層の実効的な制度運用を図っていくこ
とが必要である。
このため、自治体に対し中心市街地における課題認識及び取組実態等に

関するアンケート調査等を行うことにより、中心市街地を取り巻く状況を把
握し、今後の中心市街地活性化に係る制度運用の方向性の検討に資する
とともに、さらなる中心市街地の活性化を促進することを目的とする。

Webアンケート

全市及び全都道府県

令和５年３月３日（金）～ 令和５年４月21日（金）

調査対象数 回答数 回答率

市 792 522 65.9％

都道府県 47 34 72.3％

人口規模
地域

5万人未満
5万人以上
10万人未満

10万人以上
20万人未満

20万人
以上

計
（全国比）

地方圏
（下記以外の36道県）

138 94 58 41
331

（65.2％）

東京圏
（埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県）

5 29 29 22
85

（69.7％）

大阪圏
（京都府、大阪府、
兵庫県、奈良県）

8 23 14 15
60

（67.4％）

名古屋圏
（岐阜県、愛知県、
三重県）

9 22 8 7
46

（63.0％）

計
（全国比）

160
（55.0％）

168
（70.0％）

109
（71.7％）

85
（78.0％）

522

※中心市街地活性化基本計画実施期間中自治体（市）：92.1％
※中心市街地活性化基本計画認定経験有自治体（市）：86.0％



小売業等商業機能の低下

令和４年度「中心市街地活性化に関するアンケート調査」 調査結果の概要
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中心市街地活性化が
直面する課題 空き店舗・空き家・空き地等の

遊休施設・遊休地の拡大

居住人口の減少

賑わいの空間としての
魅力の低下

若者の流出

今後の中心市街地に
期待される役割

多様な都市機能が集積した
コンパクトシティの拠点

若者・女性・高齢者等の
多世代が暮らし、働く場

実現のために必要な項目
子育て支援サービスの充実

魅力あるしごとづくり 居心地のいい広場・
公共空間等の整備

まちづくり人材を確保・育成
する上で必要な項目

人材育成支援の充実
収益性を確保した

エリアマネジメント活動の強化
利用可能な制度の普及促進

国の支援制度

活用していない理由

人材確保が難しい

財源確保が難しい

今後の活用意向

活用意向のある自治体は約３割

（※「検討したい」も含める）

国に期待する取組

実用的な情報提供が求められている

・制度の基本的な内容や国の支援措置等
・制度活用の優良事例
・制度活用効果等の中心市街地活性化関連
データ

来街者の減少

居心地が良く、
行ってみたい・滞在したいと思う場

公共交通の拠点

郊外とも連携した
地域経済をけん引する拠点

小売業等の商業の拠点

中心市街地活性化の
ための取組

起業・創業の促進 子育て支援サービスの充実移住・定住の促進



54.2%

57.9%

43.9%

55.2%

53.3%

52.5%

16.7%

6.1%

5.6%

45.6%

60.0%

13.2%

16.5%

23.6%

10.5%

20.9%

36.6%

30.7%

46.4%

32.4%

36.0%

36.0%

44.3%

52.1%

49.8%

44.8%

31.2%

52.1%

44.3%

49.8%

50.8%

43.1%

5.0%

3.4%

3.3%

6.1%

4.4%

3.4%

18.8%

24.1%

27.4%

2.9%

3.1%

12.1%

27.4%

17.2%

21.3%

13.2%

4.2%

8.0%

6.5%

6.3%

6.3%

8.0%

20.3%

17.6%

17.2%

6.5%

5.7%

22.6%

11.9%

9.4%

17.4%

22.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①居住人口の減少

②若者の流出

③コミュニティの衰退

④来街者の減少

⑤賑わいの空間としての魅力の低下

⑥小売業等商業機能の低下

⑦オフィス等業務機能の低下

⑧医療・福祉サービス機能の低下

⑨教育・文化サービス機能の低下

⑩商業、公共サービス等の各種施設の老朽化

⑪空き店舗・空き家・空き地等の遊休施設・遊休地の拡大

⑫所有者不明土地の増加

⑬道路、駐車場等の交通インフラ整備の遅れ

⑭公共交通機能の低下

⑮防災・減災機能の整備の遅れ

⑯中心市街地に対する住民の愛着の低下

(n
=5

22
)

(n
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)
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)

(n
=5

22
)
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)
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)
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)
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)
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)
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)
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)
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)
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22
)
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=5

22
)

(n
=5

22
)

１．現在大きな課題となっている ２．現在は大きな課題となっていないが、将来大きな課題となることが予想される

３．現在も将来も大きな課題とは思わない ４．わからない

無回答

（n=522）

中心市街地における現在の課題
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○ 中心市街地の現在の課題については、 「空き店舗・空き家・空き地等の遊休施設・遊休地の拡大」 が最も高く、「居住人口の減少」、「若者の流出」、「来
街者の減少」、 「賑わいの空間としての魅力の低下」、 「小売商業等商業機能の低下」が５割を超える。



73.1%

71.9%

33.8%

50.0%

44.4%

41.9%

2.5%

4.4%

0.6%

20.0%

63.7%

5.6%

3.1%

20.0%

1.9%

5.6%

1.3%

62.5%

61.3%

41.1%

38.1%

45.8%

36.9%

1.8%

4.8%

1.2%

25.6%

57.7%

4.8%

7.7%

20.8%

5.4%

5.4%

49.5%

43.1%

26.6%

41.3%

62.4%

46.8%

2.8%

0.9%

0.9%

33.0%

57.8%

0.9%

2.8%

10.1%

3.7%

7.3%

2.8%

40.0%

29.4%

24.7%

48.2%

56.5%

50.6%

9.4%

1.2%

37.6%

65.9%

3.5%

7.1%

10.6%

5.9%

8.2%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1. 居住人口の減少

2. 若者の流出

3. コミュニティの衰退

4. 来街者の減少

5. 賑わいの空間としての魅力の低下

6. 小売業等商業機能の低下

7. オフィス等業務機能の低下

8. 医療・福祉サービス機能の低下

9. 教育・文化サービス機能の低下

10. 商業、公共サービス等の各種施設の

老朽化

11. 空き店舗・空き家・空き地等の遊休

施設・遊休地の拡大

12. 所有者不明土地の増加

13. 道路、駐車場等の交通インフラ整備

の遅れ

14. 公共交通機能の低下

15. 防災・減災機能の整備の遅れ

16. 中心市街地に対する住民の愛着の低

下

17. その他

無回答

(n=160) 5万人未満

(n=168) 5万人以上10万人未満

(n=109) 10万人以上20万人未満

(n=85) 20万人以上

59.4%

55.6%

33.1%

44.1%

50.6%

42.7%

3.4%

3.3%

0.8%

27.4%

60.9%

4.0%

5.2%

16.7%

4.0%

6.3%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. 居住人口の減少

2. 若者の流出

3. コミュニティの衰退

4. 来街者の減少

5. 賑わいの空間としての魅力の低下

6. 小売業等商業機能の低下

7. オフィス等業務機能の低下

8. 医療・福祉サービス機能の低下

9. 教育・文化サービス機能の低下

10. 商業、公共サービス等の各種施設の老朽化

11. 空き店舗・空き家・空き地等の遊休施設・遊休地の拡大

12. 所有者不明土地の増加

13. 道路、駐車場等の交通インフラ整備の遅れ

14. 公共交通機能の低下

15. 防災・減災機能の整備の遅れ

16. 中心市街地に対する住民の愛着の低下

17. その他

無回答

(n=522)

中心市街地活性化における今後特に深刻な課題
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○ 今後特に深刻な課題と考えられる項目については、「居住人口の減少」、「若者の流出」、「賑わいの空間としての魅力の低下」、「空き店舗・空き家・空き
地等の遊休施設・遊休地の拡大」が５割を超える。

○ 人口規模別では、小さな自治体ほど「居住人口の減少」、「若者の流出」を、大きな自治体ほど、「賑わいの空間としての魅力の低下」を今後特に深刻な
課題と捉える傾向がある。一方で、 「空き店舗・空き家・空き地等の遊休施設・遊休地の拡大」については、人口規模によらず、今後特に深刻な課題と捉
える自治体が多い。

（人口規模別）



55.3%
3.3%

15.1%
36.3%

8.8%
39.4%

6.3%
2.2%

9.6%
5.9%

9.0%
15.9%

4.7%
17.3%

20.2%
9.2%

7.8%
15.5%

0.6%
43.3%

4.9%
1.0%
0.8%

8.0%
2.4%

0.8%
6.9%

9.8%
23.3%

5.1%
9.4%

11.2%
15.3%

6.1%
1.6%

6.7%
14.1%

1.6%
10.0%

17.8%
25.9%

2.4%
19.0%

3.3%
8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1. 移住・定住の促進

2. 大規模な共同住宅の供給

3. 空き家等を活用した住宅の確保

4. 若者に魅力あるしごとづくり

5. 女性・高齢者の働く機会の拡大

6. 子育て支援サービスの充実

7. 高齢者福祉サービスの充実

8. 広域的な医療サービスの充実

9. 教育・文化サービスの充実

10. 健康長寿をテーマとしたまちづくり

11. 市民交流活動の推進

12. インバウンドを含む観光振興

13. 道路占用許可の特例を活用した賑わいづくり

14. 公共空間の利活用

15. マルシェ等の商店街活性化イベントの実施

16. テナントミックス等の商店街の魅力向上

17. アーケード等の商店街施設の老朽化対策

18. 事業承継等の商店街店舗の経営支援

19. 食品流通の円滑化等の食品小売店の利便性向上

20. 起業・創業の促進

21. 広域的な波及効果の高い商業等複合施設の整備

22. 大規模小売店舗立地法の特例措置による大規模小売店舗の街なかへの立地促進

23. 大型店の郊外立地の抑制

24. シェアオフィス・コワーキングスペース等のオフィス環境の整備

25. インキュベーション機能の強化

26. MICE機能の強化

27. 空きビル等の大規模遊休施設の再開発、コンバージョン

28. 遊休施設・遊休地の集約による都市空間の再編・利活用の推進

29. リノベーションまちづくり（空き店舗等の活用）

30. PPP/PFIによる廃校等の公的不動産の民間活用の推進

31. 道路・駐車場等の交通インフラの機能強化

32. 快適な歩行環境の整備、バリアフリー環境の充実

33. 公園・広場等の賑わい空間の整備

34. 図書館等の教育・文化施設の整備

35. スポーツ施設等の整備

36. 歴史・文化・景観資源の保全・活用

37. 公共交通機能の充実

38. シェアモビリティの活用

39. 防災・減災機能の整備

40. 民間まちづくり団体によるエリアマネジメント活動の推進

41. まちづくり人材の確保・育成

42. 住民を対象とした中心市街地活性化に関する講演会、シンポジウム等の開催

43. デジタル技術の活用

44. イノベーションの創出

45. SDGsや地球温暖化への対応

無回答

(n=490)

各
種
都
市
機
能
の
増
進
、
街
な
か
居
住
の
推
進
、

に
ぎ
わ
い
再
生
の
た
め
の
取
組

経
済
活
力
の
向
上
の
た
め
の
取
組

市
街
地
の
整
備
改
善
等
の
た
め
の
取
組

そ
の
他

中心市街地活性化のための取組
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○ 今後特に重点的に取り組む必要があると考えられる項目については、「移住・定住の促進」、「起業・創業の促進」、「子育て支援サービスの充実」、「若者に
魅力あるしごとづくり」の割合が高く、「まちづくり人材の確保・育成」、「リノベーションまちづくり」、「マルシェ等の商店街活性化イベントの実施」も２割を超え
る。

○ 人口規模別では、小さな自治体ほど「移住・定住の促進」、「若者に魅力ある仕事づくり」、「子育て支援サービスの充実」が高い傾向がある。

（人口規模別）



33.1%

51.5%

42.9%

39.3%

22.4%

13.8%

13.8%

3.8%

27.8%

35.6%

57.3%

14.6%

51.9%

1.3%

2.5%

0% 20% 40% 60% 80%

1. 郊外等から街なかへ居住を誘導する場

2. 若者・女性・高齢者等の多世代が暮らし、働く場

3. 郊外等とも連携した地域経済をけん引する拠点

4. 小売業等の商業の拠点

5. 産官学金連携による新たなビジネス創出の拠点

6. 医療・福祉の拠点

7. 教育・文化の拠点

8. レジャー・娯楽等の拠点

9. 観光交流の拠点

10. 公共交通の拠点

11. 多様な都市機能が集積したコンパクトシティの拠点

12. 遊休施設・遊休地の集約・利活用を促進する場

13. 居心地が良く、行ってみたい・滞在したいと思う場

14. その他

15. わからない

無回答

(n=522)

37.5%

60.6%

44.4%

36.9%

21.9%

18.1%

16.9%

3.8%

33.8%

32.5%

50.0%

13.1%

45.6%

1.9%

1.9%

40.5%

47.6%

39.3%

39.3%

19.6%

16.7%

13.1%

2.4%

26.2%

34.5%

60.7%

14.3%

46.4%

0.6%

1.8%

27.5%

45.0%

44.0%

35.8%

17.4%

11.0%

14.7%

6.4%

22.9%

34.9%

57.8%

16.5%

56.9%

0.9%

2.8%

17.6%

50.6%

45.9%

48.2%

35.3%

3.5%

8.2%

3.5%

25.9%

44.7%

63.5%

15.3%

68.2%

2.4%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1. 郊外等から街なかへ居住を誘導する場

2. 若者・女性・高齢者等の多世代が暮らし、働く場

3. 郊外等とも連携した地域経済をけん引する拠点

4. 小売業等の商業の拠点

5. 産官学金連携による新たなビジネス創出の拠点

6. 医療・福祉の拠点

7. 教育・文化の拠点

8. レジャー・娯楽等の拠点

9. 観光交流の拠点

10. 公共交通の拠点

11. 多様な都市機能が集積したコンパクトシティの拠点

12. 遊休施設・遊休地の集約・利活用を促進する場

13. 居心地が良く、行ってみたい・滞在したいと思う場

14. その他

15. わからない

(n=160) 5万人未満

(n=168) 5万人以上10万人未満

(n=109) 10万人以上20万人未満

(n=85) 20万人以上

今後の中心市街地に期待される役割

8

○ 今後の中心市街地に期待される役割等については、「若者・女性・高齢者等の多世代が暮らし、働く場」、「多様な都市機能が集積したコンパクトシティの
拠点」、「居心地が良く、行ってみたい・滞在したいと思う場」が５割を超え、「郊外等とも連携した地域経済をけん引する拠点」が続く。

○ 人口規模別では、「公共交通の拠点」、「居心地が良く、行ってみたい・滞在したいと思う場」は、大きい自治体ほど高い傾向にある。一方で、「医療・福祉
の拠点」、「教育・文化の拠点」は、全体の割合は高くないものの、小さい自治体ほど高い傾向にある。

（人口規模別）



79.4%

16.9%

6.9%

10.0%

24.4%

10.6%

59.4%

11.2%

6.9%

1.9%

13.1%

23.7%

3.1%

3.8%

60.1%

15.5%

3.0%

14.9%

14.3%

8.3%

63.1%

17.9%

0.6%

7.7%

7.7%

14.3%

35.1%

1.8%

1.8%

0.6%

58.7%

18.3%

11.0%

15.6%

18.3%

5.5%

57.8%

11.9%

4.6%

6.4%

11.0%

37.6%

2.8%

2.8%

54.1%

16.5%

11.8%

17.6%

14.1%

10.6%

58.8%

7.1%

1.2%

7.1%

3.5%

5.9%

38.8%

3.5%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1. 魅力あるしごとづくり

2. 産官学金連携による就業等のサポート

3. インキュベーション機能の強化

4. シェアオフィス等のオフィス環境の整備

5. 住宅の確保

6. 教育・文化サービス機能の充実

7. 子育て支援サービスの充実

8. 高齢者福祉サービスの充実

9. バリアフリー環境の充実

10. 利用可能な制度の普及

11. 優良事例等ノウハウの横展開

12. デジタルインフラの整備

13. 居心地のいい広場・公共空間等の整備

14. その他

15. わからない

無回答

(n=160) 5万人未満

(n=168) 5万人以上10万人未満

(n=109) 10万人以上20万人未満

(n=85) 20万人以上

64.8%

16.7%

7.3%

14.0%

18.2%

8.8%

60.2%

12.8%

0.4%

6.7%

5.0%

11.9%

32.8%

2.7%

3.3%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. 魅力あるしごとづくり

2. 産官学金連携による就業等のサポート

3. インキュベーション機能の強化

4. シェアオフィス等のオフィス環境の整備

5. 住宅の確保

6. 教育・文化サービス機能の充実

7. 子育て支援サービスの充実

8. 高齢者福祉サービスの充実

9. バリアフリー環境の充実

10. 利用可能な制度の普及

11. 優良事例等ノウハウの横展開

12. デジタルインフラの整備

13. 居心地のいい広場・公共空間等の整備

14. その他

15. わからない

無回答

(n=522)

多世代が暮らし、働く場としての中心市街地の再生に向けて必要な項目

9

○ 若者・女性・高齢者等の多世代が暮らし、働く場としての中心市街地の再生に向けて必要な項目は、「魅力あるしごとづくり」、「子育て支援サービスの充
実」が６割を超え、「居心地のいい広場・公共空間等の整備」も３割を超える。

○ 人口規模別では、「魅力あるしごとづくり」は、小さい自治体ほど高い傾向がある。

（人口規模別）



46.9%

9.4%

29.4%

25.0%

35.0%

18.8%

46.9%

0.6%

21.9%

6.9%

50.0%

4.2%

26.2%

23.2%

37.5%

16.7%

47.0%

1.2%

2.4%

18.5%

2.4%

3.0%

0.6%

45.0%

3.7%

32.1%

29.4%

29.4%

23.9%

40.4%

18.3%

0.9%

10.1%

48.2%

9.4%

34.1%

25.9%

18.8%

32.9%

38.8%

4.7%

2.4%

16.5%

1.2%

10.6%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1. 関係者間の協働体制の構築

2. コーディネート機能を担う公的機関の活用

3. コーディネート機能を担う民間まちづくり団体の

育成

4. リノベーションを担う民間まちづくり団体や民間

事業者の育成

5. 情報の集約・共有の仕組みづくり

6. オーナーへの働きかけの強化

7. 利用希望者とのマッチング機能の強化

8. 利用可能な制度の普及

9. 優良事例等ノウハウの横展開

10. 流動化を促進する税・財政的支援の充実

11. その他

12. わからない

無回答

(n=160) 5万人未満

(n=168) 5万人以上10万人未満

(n=109) 10万人以上20万人未満

(n=85) 20万人以上

47.7%

6.5%

29.7%

25.5%

32.0%

21.5%

44.3%

1.3%

1.1%

19.2%

1.1%

6.9%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1. 関係者間の協働体制の構築

2. コーディネート機能を担う公的機関の活用

3. コーディネート機能を担う民間まちづくり

団体の育成

4. リノベーションを担う民間まちづくり団体

や民間事業者の育成

5. 情報の集約・共有の仕組みづくり

6. オーナーへの働きかけの強化

7. 利用希望者とのマッチング機能の強化

8. 利用可能な制度の普及

9. 優良事例等ノウハウの横展開

10. 流動化を促進する税・財政的支援の充実

11. その他

12. わからない

無回答

(n=522)

拡大する遊休施設・遊休地への対応に向けて必要な項目

10

○ 拡大する遊休施設・遊休地への対応に向けて必要と思われる項目は、「関係者間の協働体制の構築」、「利用希望者とのマッチング機能の強化」が４割
を超え、「コーディネート機能を担う民間まちづくり団体の育成」、 「情報の集約・共有の仕組みづくり」 も概ね３割に達する。

○ これらの項目は、人口規模に関わらず、高い割合となっている。

（人口規模別）



46.2%

53.3%

51.9%

31.4%

57.1%

12.6%

1.3%

1.9%

8.4%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1. 民間まちづくり団体の財政基盤の強化

2. 収益性を確保したエリアマネジメント活

動の強化

3. 利用可能な制度の普及促進

4. 優良事例等ノウハウの横展開

5. 人材育成支援の充実

6. 人材派遣支援の充実

7. 公的（公認）資格の創設

8. その他

9. わからない

無回答

(n=522)

47.5%

43.1%

43.1%

31.9%

58.7%

16.9%

0.6%

1.3%

9.4%

42.3%

46.4%

47.0%

36.9%

60.1%

13.7%

3.0%

1.8%

7.1%

2.4%

44.0%

61.5%

58.7%

27.5%

54.1%

10.1%

0.9%

3.7%

8.3%

2.8%

54.1%

75.3%

69.4%

24.7%

51.8%

5.9%

1.2%

9.4%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1. 民間まちづくり団体の財政基盤の強

化

2. 収益性を確保したエリアマネジメン

ト活動の強化

3. 利用可能な制度の普及促進

4. 優良事例等ノウハウの横展開

5. 人材育成支援の充実

6. 人材派遣支援の充実

7. 公的（公認）資格の創設

8. その他

9. わからない

無回答

(n=160) 5万人未満

(n=168) 5万人以上10万人未満

(n=109) 10万人以上20万人未満

(n=85) 20万人以上

まちづくり人材を確保・育成する上で必要な項目

11

○ 中心市街地活性化を担うまちづくり人材を確保・育成する上で必要と思われる項目は、「人材育成支援の充実」が最も高く、 「収益性を確保したエリアマ
ネジメント活動の強化」、「利用可能な制度の普及促進」が５割を超える。

○ 人口規模別では、「収益性を確保したエリアマネジメント活動の強化」について、大きな自治体ほど割合が高い傾向がある。

（人口規模別）



2.6%

7.9%

23.7%

14.5%

5.3%

17.1%

2.0%

15.1%

9.2%

20.4%

41.4%

40.1%

6.6%

1.3%

6.6%

9.2%

2.6%

7.7%

14.8%

15.5%

13.5%

14.8%

18.1%

16.8%

16.8%

38.1%

36.8%

9.7%

5.2%

8.4%

10.3%

2.1%

1.1%

17.0%

19.1%

18.1%

7.4%

16.0%

8.5%

9.6%

26.6%

24.5%

3.2%

7.4%

10.6%

13.8%

8.6%

8.6%

36.2%

20.7%

12.1%

13.8%

8.6%

15.5%

12.1%

15.5%

3.4%

12.1%

5.2%

3.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

1. そもそも中心市街地活性化に取り組む必要がない

2. そもそも中心市街地活性化に取り組んでも効果が期待

できない

3. 国の中心市街地活性化制度の内容を詳しく知らない

4. 認定を受けなくても国の他の支援制度を活用できる

5. 認定を受けなくても独自計画等で十分である

6. 地域の事情等により計画の対象となる中心市街地の区

域を特定することが困難

7. 認定を受けたいが、市民等の理解が得られない

8. 中核的な事業の実施について関係者の合意形成が難し

い

9. 中心市街地活性化協議会の設置が難しい

10. 認定に向けた申請作業が煩雑である

11. 中心市街地活性化に取り組むための人材確保が難しい

12. 中心市街地活性化に取り組むための財源確保が難しい

13. 人口規模や地域特性に合った支援措置がない

14. 独自計画等が国の認定要件を満たさない

15. その他

無回答

(n=152) 5万人未満

(n=155) 5万人以上10万人未満

(n=94) 10万人以上20万人未満

(n=58) 20万人以上

3.3%

5.4%

17.4%

18.5%

12.6%

13.7%

0.7%

16.1%

11.5%

16.3%

33.6%

32.7%

6.5%

5.2%

7.8%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40%

1. そもそも中心市街地活性化に取り組む必要が

ない

2. そもそも中心市街地活性化に取り組んでも効

果が期待できない

3. 国の中心市街地活性化制度の内容を詳しく知

らない

4. 認定を受けなくても国の他の支援制度を活用

できる

5. 認定を受けなくても独自計画等で十分である

6. 地域の事情等により計画の対象となる中心市

街地の区域を特定することが困難

7. 認定を受けたいが、市民等の理解が得られな

い

8. 中核的な事業の実施について関係者の合意形

成が難しい

9. 中心市街地活性化協議会の設置が難しい

10. 認定に向けた申請作業が煩雑である

11. 中心市街地活性化に取り組むための人材確保

が難しい

12. 中心市街地活性化に取り組むための財源確保

が難しい

13. 人口規模や地域特性に合った支援措置がない

14. 独自計画等が国の認定要件を満たさない

15. その他

無回答

(n=459)

国の支援制度を活用していない理由

12

○ 国の中心市街地活性化支援制度を活用していない理由は、「人材確保が難しい」、「財源確保が難しい」が３割を超え、「国の中心市街地活性化制度の
の内容を詳しく知らない」、「認定を受けなくても国の他の支援制度を活用できる」「中核的な事業の実施について関係者の合意形成が難しい」、「認定に
向けた申請作業が煩雑」が続く。

○ 人口規模別では、 「人材確保が難しい」、「財源確保が難しい」などは小さい自治体ほど高い傾向がある。一方で、「認定を受けなくても国の他の支援制
度を活用できる」は大きい自治体ほど高い傾向がある。

○ 準工業地域における大規模集客施設の立地制限を含む「国の認定要件を満たさない」の割合は約５％。

（人口規模別）



5.9%

3.1%

3.0%

7.3%

15.3%

1.3%

0.6%

0.6%

3.7%

1.2%

20.9%

18.8%

24.4%

20.2%

18.8%

35.1%

34.4%

34.5%

36.7%

35.3%

36.2%

43.1%

37.5%

30.3%

28.2%

0.6%

1.8%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

5万人未満

5万人以上10万人未満

10万人以上20万人未満

20万人以上

(n
=5

22
)

(n
=1

60
)

(n
=1

68
)

(n
=1

09
)

(n
=8

5)

5.9%
1.3%

20.9% 35.1% 36.2% 0.6%(n=522)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1. 今後とも継続して認定を受けたい 2. 今後新たに認定を受けたい 3. 今後の認定について検討したい 4. 今後の認定について検討することは考えていない 5. わからない 無回答

概ね３割

国の支援制度の今後の活用意向

13

○ 国の認定制度の活用については、「今後とも継続して認定を受けたい」「今後新たに認定を受けたい」と回答した自治体は約３割。
○ 人口規模別では、大きい自治体ほど割合が高い傾向にあるが、小さい自治体でも２割を超える。

（人口規模別）



68.1%

43.1%

51.2%

40.0%

22.5%

3.1%

15.6%

62.5%

38.1%

58.9%

39.9%

23.2%

4.8%

14.9%

58.7%

33.9%

54.1%

45.9%

20.2%

3.7%

18.3%

0.9%

67.1%

37.6%

57.6%

51.8%

20.0%

7.1%

14.1%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80%

1. 制度の基本的な内容や国の支援措置等に関す

る情報提供

2. 他の市町村の認定計画の実施状況に関する情

報提供

3. 制度活用の優良事例に関する情報提供

4. 制度活用効果等の中心市街地活性化関連デー

タに関する情報提供

5. 中心市街地活性化をテーマとしたセミナーの

開催

6. その他

7. 特にない

無回答

(n=160) 5万人未満

(n=168) 5万人以上10万人未満

(n=109) 10万人以上20万人未満

(n=85) 20万人以上

64.2%

38.7%

55.4%

43.1%

21.8%

4.4%

15.7%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1. 制度の基本的な内容や国の支援措置等に関

する情報提供

2. 他の市町村の認定計画の実施状況に関する

情報提供

3. 制度活用の優良事例に関する情報提供

4. 制度活用効果等の中心市街地活性化関連

データに関する情報提供

5. 中心市街地活性化をテーマとしたセミナー

の開催

6. その他

7. 特にない

無回答

(n=522)

国に期待する取組

14

○ 国の中心市街地活性化支援制度の活用を促進するために、国に対して期待する取組は、「制度の基本的な内容や国の支援措置等に関する情報提供」
が６割を超え、次いで「制度活用の優良事例に関する情報提供」、「制度活用効果等の中心市街地活性化関連データに関する情報提供」が多い。

○ 自由意見では、「小規模自治体でも取り組みやすくしてほしい」、「財政支援の充実」、「認定手続きの簡素化」といった意見が多くみられた。

（人口規模別）

＜自由記述での主な意見・要望＞
〇 小規模自治体への支援の充実、小規模自治体でも気軽に活用できる仕組みにしてほしい
〇 中活計画を策定するメリットのある財政支援を充実させてほしい。民間事業者への支援や、アーケード撤去などのハード補助をお願いしたい。
〇 ボトムアップでの合意形成は難しく、ハイレベルでの情報提供をお願いしたい。
〇 様々な規模の自治体の優良事例を紹介してほしい。大きな自治体ばかりでは参考にならない。
〇 事務手続きの簡素化、認定要件の緩和をしてほしい。 等



中心市街地における活性化の状況

○ 中心市街地における活性化の状況については、「かなり活性化している」「若干活性化している」と回答した自治体が約２３％、「若干悪化している」「かな
り悪化している」と回答した自治体が約３７％。

○ 人口規模別では、人口２０万人以上の自治体では、「かなり活性化している」「若干活性化している」と回答した自治体は約４３％。

1.5% 22.0% 13.4% 29.1% 8.4% 25.3% 0.2%(n=522)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1. かなり活性化している 2. 若干活性化している 3. 変わらない 4. 若干悪化している 5. かなり悪化している 6. わからない 無回答

1.5%

0.6%

0.9%

7.1%

22.0%

14.4%

22.0%

22.0%

36.5%

13.4%

13.1%

12.5%

15.6%

12.9%

29.1%

30.6%

28.6%

33.9%

21.2%

8.4%

13.1%

6.0%

5.5%

8.2%

25.3%

28.1%

30.4%

22.0%

14.1%

0.2%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

5万人未満

5万人以上10万人未満

10万人以上20万人未満

20万人以上

(n
=5

22
)

(n
=1

60
)

(n
=1

68
)

(n
=1

09
)

(n
=8

5)

（人口規模別）

約２３％ 約３７％

約４７％
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